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研究成果の概要：文書が電子化されるにつれ、電子的な情報の証拠としての取り扱いが重要に

なる。米国・英国等では裁判手続に関する取り扱いが議論され、判例の蓄積、ガイドライン等

の作成が行われている。また、ADR 手続において証拠の取り扱いについては民事・刑事訴訟法

の証拠の取り扱いに対応する法規則が未整備である。ADR 手続の発展とともに ADR を含めた

広義の紛争解決手続においいて電子的証拠の取り扱いについて検討するものである。 
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総 計 2,100,000 630,000 2,730,000 

 
 
研究分野：民事訴訟法学 
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１．研究開始当初の背景 
ADR 促進法の立法により裁判といった国に
よる紛争解決手続以外に、各種 ADR 機関に
よる紛争解決手続が活用されるようになっ
ている。裁判では民事訴訟法、刑事訴訟法に
証拠の取り扱いに関する規定がある。ADR
促進法には証拠の取り扱いなど具体的な定
めがなく、ADR 手続に関しても、手続規則
が定められるがどのように証拠が取り扱わ
れるかについて検討する必要がある。 
 
 

２．研究の目的 
本研究は電子的または電磁的に記録され

た情報が、民事訴訟等の裁判手続および ADR
を含めた紛争解決手続において、判断結果の
正当性の根拠となる広義の証拠として利用
される場合に、いかなる法律的な問題が生じ、
従来の民事訴訟法における証拠法の理論へ
の影響について検討する。電子的に保存され
る情報は各種紛争が発生した場合には広義
の証拠として利用されるという事実を基礎
として、紛争の予防策としてはいかなる情報
をどのように保存するかではなく、むしろ紛

研究種目：基盤研究（C） 

研究期間：２００７～２００８ 

課題番号：19530065 

研究課題名（和文） 電子証拠の紛争処理解決手続における取り扱いに関する法的研究 

  

研究課題名（英文） Legal Research on the Electronic Evidence in Dispute Resolution

  

研究代表者  

金子 宏直（KANEKO HIRONAO） 

東京工業大学・大学院社会理工学研究科・准教授 

研究者番号：００２９３０７７ 



 

 

争の事後的解決の場合にはどのように電子
的情報を利用するのか、すなわち、電子的証
拠の紛争解決手続きにおける取り扱いを法
的に検討することが、現代的な検討課題と考
えられる。 
 
 
３．研究の方法 
(1)外国文献資料の収集調査：主に英米の
ADR 手続に関する基本的な注釈書を収集す
る。そのうえで、訴訟法理論との比較検討に
ついての情報を収集する。法制度の比較検討
には、制度の背景にある基本的な理論の違い
を考慮に入れて検討を行う必要がある。 
ADR 手続に関しては、各国の歴史的社会的
な背景による影響を受けると考えられるた
め、それぞれの国における裁判制度との関係
で理論的な相違点や特色などの検討を行う。 
 
(2) 電子証拠と紛争処理に関連する研究を行
っている米国大学の研究者との共同研究活
動、および、研究代表者が出席している電子
証拠の取扱いに関する国際的会議（Sedona 
Conference）等に参加することを通じて、米
国の状況についての調査を行う。 
 
(3)英国で行われている各国の電子証拠の取
り扱いについて理論的実務的な比較法的研
究および国際会議に参加することにより、米
国以外の国の状況について調査を行う。 
 
 
４．研究成果 
(1)外国文献資料の傾向：ADR 手続に関する
外国文献は近年急増している。その中で仲裁
に関する解説書においては、裁判手続におけ
る理論との関連性を議論するものがある。こ
れに対して、ADR 制度の各国比較をする文
献では、制度の簡略な特徴について比較をす
るものがあるが、理論的な比較検討がなされ
ているとはいえない。 
 
(2)国際的統一ルール：日本でも仲裁法が制
定され国際的調和が進んでいる。これに対し
て、調停は文化歴史的な要因で国により特色
が分かれる。比較法の検討で重要な資料の一
つとして、ADR 国連による国際的で統一的
な法枠組みの検討を行う試みの UNCITRAL
のアービトレーション、メディエーションの
モデル法が公開されている。 
 
(3)ADR と証拠収集の国際的ルール：証拠収
集に関する国際的ルールとして、国際弁護士
協会による証拠収集規則(International Bar  
Association Rule on Taking Evidence 1999)
がある。ADR の中で仲裁は国際的な紛争、
専門的な問題に関する紛争の解決に従来か

らも活用がなされている。仲裁手続は、事案
ごとの当事者の合意による手続の変更が可
能であり、また、仲裁人による手続の適用・
変更の裁量が広く認められる特徴がある。そ
のため、国際的なルールの作成と、仲裁の持
つ事案に応じた手続規範に関する裁量の調
和が必要になる。電子的な証拠に関して IBA
証拠規則で重要な点は、証拠の種類に制限が
ないこと、証拠の真正について疑義が生じた
場合の検証の機会を定めていることである。
英米の証拠原則では、原本性の要求が強い。
電子証拠の許容性を認めるためには、証拠の
種類を限定しないことが必要になる。 
 
(4)調停に関しては、調停の概念および歴史
的背景が各国で多様であり、IBAA のような基
本的な規則を定めることに困難が伴う。その
なかで、UNCITRAL のコンシレーション・モデ
ル法、米国の全米統一州法委員会議(NCCUSL)
による統一メディエーション法が基本的な
枠組み作りを模索するものといえる。 
調停手続と後訴における秘密保護の実務的
な問題を中心に議論がなされ、理論的な検討
を行う際には調停手続の主題の性質につい
ても考慮すべきであることが分かる。 
 
(5)調停に関しては、そもそも証拠に基づく
法的評価、判断をする手続ではないという前
提で議論されることが多い。しかし、調停手
続は仲裁手続と異なり、後の裁判手続を排除
しない非拘束型手続であるため、調停におい
て当事者が主張とあわせて提出した資料は、
調停が整わなかった場合には、後訴では証拠
として利用される。また、法的評価を目的と
しない、様々な監査手続では、監査証拠とい
う概念がある。監査証拠は判断の合理性適切
性を示すための基礎となる資料を意味して
おり、裁判における証拠に対応する。証拠の
概念を広げることにより、ADR における証
拠の問題を取り扱う必要がある。 
 
(6)米国では連邦民事訴訟規則が電子証拠に
ついて定めをおき、民事・刑事裁判における
証拠の取り扱いを定める連邦証拠規則には
現在まで特別な規定は定められていない。明
確な電子証拠の取り扱いを欠く刑事裁判に
おいて、全く異質な連邦民事訴訟規則の証拠
提出の形式等関する規定は刑事訴訟に関し
ても指針となると判断した事例が注目され
る。紛争解決手続において、電子証拠の取り
扱いが問題になる際に、最も明確な現存する
規律を参照することが方向性として示され
ている。 
 
(7)電子証拠の分野での米国判例実務の発展
がめざましい。米国では電子証拠に関連する
民事裁判が数百件に及んでいる。判例理論で



 

 

は 2003 年の Zublake 事件でのバランシング
テスト(関連する証拠が得られる可能性、証
拠により解明される事実の結果への重要性、
証拠の入手可能性、ディスカバリによりおき
る応答側当事者の負担等の要素について比
較考慮し、ディスカバリを認めることによる
利益が不利益を上回る場合にディスカバリ
要求を認める評価テスト)が基本になってい
る。2007 年に改正された連邦民事訴訟規則に
より、電子証拠の収集についての規定が定め
られるようになっている。 
 
(8)米国の電子証拠に関する判例は、連邦民
事訴訟規則のディスカバリに関する規定の
改正後になされた事件が含まれるようにな
り、ディスカバリ手続にける連邦裁判所の取
り扱いにおいて Zublake判例理論に従うこと
が明確になった。大規模な情報産業に対する
大量のディスカバリ要求の事例もみられる
ようになっている。2008 年になると、ディス
カバリ命令不服従の場合の制裁の許否に関
して、訴訟のリスクが認識された段階で応答
側当事者の文書保存管理責任があるものと
考えられるよう変化しつつある。 
 
(9)英国での電子証拠（米国では e-evidence
英国では digital-evidence=デジタル証拠と
いう呼称が一般的）：米国と証拠法則に共通
点があるが、証拠開示手続を戦略的に使う米
国とは事例の蓄積に違いがある。 
 
(10)英米法諸国でも、米国と英国では電子証
拠に関する問題点の重点の置き方に大きな
違いがみられる。米国ではディスカバリの利
用を推進するに当たり EU のプライバシー保
護法制との関係が重要とされるのに対して、
EU の英国ではプライバシーに留まらず EU の
基本的人権保障と電子証拠の収集との関係
を重視している。 
 
(11)日本と英米諸国との大きな違いは、原本、
謄本、抄本、正本という文書に関する認証の
有無が異なる複数の概念を使い分けている
ことである。この違いが、外国から見た日本
での文書の取り扱いの理解を難しくする要
因にあげられる。 
 
(12)オンライン ADR（ODR）：ODR の国際
比較を行っている韓国人研究者と電子商取
引に関連する ODR のヒアリングを行った。
ODR でも、取引に関連する質問回答をオン
ラインベースで自動（コンピュータによる）
回答するものから、ADR 手続をオンライン
ベースで行うものまである。後者の ODR は
国内の利用者に留まらない事案もあり、紛争
処理の結果にどのように法的な効力を持た
せるか（法執行）の問題が伴うことが分かる。 

(13)UDRP に基づく紛争処理：ODR の最も
多くの事件を取り扱うのが、ドメインネーム
紛争に関する手続である。UDRP に基づく紛
争処理は、ローカルドメインに関する紛争処
理でも同様に機能する。 
日本における UDRP に基づく紛争処理では、
申立人、被申立人はそれぞれ書面で申立等を
行う。証拠関連資料としては電子的ファイル
を提出することも可能である。判断の基礎と
なる資料は申立人らが主張するドメイン名
の使用状況など、WEB ページを裁定人が確
認する必要がある。その点で、電子的証拠を
利用することが多い手続である。通常の民事
訴訟のように当事者主義は適用にならず、職
権調査に近い内容になる。ただし、提出の形
式等については、UDRP ならびにローカライ
ズされた JPDRP でも規定はなく、裁定人の
手続に関する裁量権に基づき、対応すること
になる。 
 
(14)JPDRP の申立人、非申立人の申立に必要
な証拠の提出に関しては、ドメイン名を保持
している正当性にかかわる知的財産権（商標
等）の権利があるか、ドメイン名を既に使用
していたかといった事項が争われる。JPDRP
の規定では、申立人が権利を有すること、非
申立人が申立人の権利が権利を有さないこ
との表裏の事項のそれぞれ証明責任を負担
する形の規定になっている。この点で訴訟手
続に準じて手続規則が作られているが、証明
責任については、訴訟手続の原則理論とは異
なっていることが分かる。 
この証明責任に関する定め方も、ドメイン名
紛争の非申立人の敗訴にバイアスがかかる
要因となり得る。 
 
(15)医療過誤に係わる紛争の処理にADRの導
入の必要性が論じられている。医師・看護士
によるチーム医療の必要性が高く、医療行為
にかかわる専門家間のやり取りを事後的に
調査することを可能にすることも必要にな
る。 
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